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1 節 復興に向けた動き
　東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所
事故の発生から 4年が経過した被災地では，住宅
再建や産業の復興が進む一方で，依然として多く
の人たちが仮設住宅などでの避難生活を余儀なく
されており，被災者にさまざまな影響を及ぼして
いる。

1．復興の遅れと避難生活の長期化

　被害が大きかった宮城，岩手，福島の 3県では，
仮設住宅や親族の家などで避難生活を余儀なくさ
れている人が22万 5 ,000人余りいる（15年 3 月12
日現在）。一方，被災者向けの災害公営住宅のうち，
3県で完成したのは，計画の20％に当たるおよそ
5,700戸にとどまっているほか，高台に住宅を移
す防災集団移転事業も，土地の造成が終わったの
は 3県で計画のおよそ37％にすぎない（いずれも
15年 2 月末現在）。こうした避難生活の長期化に
より，持病の悪化や新たな病気に苦しんだり，生
活の先行きが見えないことで，精神的に追い込ま
れたりする被災者が増加している。
　長期化する避難生活で亡くなる人も増えてい
る。福島県内で津波と地震の直接の影響によって
死亡した人は1,612人。これに対し，避難の長期
化に伴って体調を崩すなどして死亡し，「震災関
連死」に認定された人は1,884人と「直接死」の
数を上回っている（15年 3 月10日現在）。さらに，

震災と原発事故が原因とみられる自殺は，15年 1
月末までに，福島県内で63人に上り，震災関連死，
自殺とも被災地の中で最も多くなっている。
　災害公営住宅に入居した後に孤立死する人も相
次いでいる。岩手県では，15年 3 月時点で 4件の
孤立死が明らかになった。岩手県内の災害公営住
宅に入居している65歳以上の高齢者の割合，いわ
ゆる高齢化率は38. 5 ％で独り暮らしの高齢者は
23.6％を占めている。災害公営住宅の入居者の孤
立死は，阪神・淡路大震災でも問題となっており，
防止策や独り暮らしの高齢者への支援策が大きな
課題となっている。
　建設資材の高騰や人手不足などによって，工事
業者が決まらず，入札が成立しない「入札不調」
も大きな問題となっている。会計検査院の調べで
復興予算のうち，14年度までの 3年間に支出され
た合わせて 4兆7,000億円のうち，60％が使われ
ていなかった。
　国が設定した「集中復興期間」は16年 3 月末に
期限を迎えるが，各県の試算によると，期間終了
後も復興事業に必要な予算は，少なくとも福島県
で 3兆9,000億円，宮城県で 2兆5,000億円，岩手
県で 1兆7,000億円に上る。国は16年度以降，基
幹事業以外は自治体に一定の負担を求める考えを
示しており，復興事業の遅れによってさらに自治
体の負担が増すおそれがある。

2．進まない心の復興

　被災地では，震災から時間が経過してから心の

第 2 章 東日本大震災

　震災から4年目の朝日（2015年3月11日、岩手県釜石市）

　2011年 3 月11日に発生した，マグニチュード9.0の巨大地震により引き起こされた東日本大震災から 4
年を経過したが，避難生活を余儀なくされている人が全国でなお約22万5,000人いる（15年 3 月現在）。
　復興は徐々に進んではいるが，計画よりも遅れ，避難生活の長期化により，体や心に不調をきたす被災
者が増加している。福島第一原子力発電所では，40年ともいわれる廃炉作業が続いているが，がれき撤去
作業などに手間取り，全体に遅れ気味である。除染廃棄物の中間貯蔵施設についても，福島県に建設され
ることは決まったが，完成の時期は見通しが立っていない。
　この章では，復興に向けた動き，原子力発電所事故のその後，この 1年のNHKの取り組み等を記載する。
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不調を訴える人が増加している。NHK仙台放送
局は早稲田大学と共同で岩手，宮城，福島の被災
者 1万人余りに仕事の状況や精神状態などについ
てアンケート調査を実施した。この中で， 1年間
の心の変化を尋ねたところ，「気持が前向きにな
りつつある」という回答が50％に上った一方で，
「無気力になった」が16.1％，「悲観的になった」
が12.7％を占めた。さらに，「生きるのがつらい
と感じることがあるか」という問いには「よくあ
る」という回答が11.3％，「少しある」が32.2％で，
合わせて43.5％の人が「生きるのがつらい」と感
じていることが分かった。
　また，被災者を支援する側の人たちが負った心
の傷も，まだ十分には癒えていない。東北大学が
14年 9 月から12月にかけて，宮城県沿岸の病院に
勤務する看護師396人を対象に精神状態などを調
査したところ，震災当時の行動や言動を振り返っ
て自分を責める気持ちがあるかという問いに「全
くない」と答えた人が全体の 9％に当たる34人だ
った一方で，「大いにある」は27人，「まあまああ
る」が117人で，全体の41％に当たる144人が「あ
る」と答えた。
　さらに，復興を支える自治体職員も業務量が急
増し，疲弊している。自治労（全日本自治団体労
働組合）が14年 6 月，宮城，岩手，福島の沿岸部
などの職員，約 1万 2 ,000人を対象に心や健康の
状態についてアンケート調査を行ったところ，一
般企業の平均で 2～ 3％とされる「うつ病」やそ
の予備軍の「高いストレスを抱えた人」の割合
が， 3県とも10％を超え，中でも原発事故の影響
が続く福島県は19.2％と最も高かった。早期退職
者も相次いでいて，自治労の調べで，14年12月末
までに早期退職した職員は， 3県合わせて少なく
とも976人に上った。業務量が増えて，将来の見
通しが立たないことなどが理由だ。
　こうした状況は復興事業の進

しん
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ちょく

や被災者の支援
に影響を及ぼしかねず，復興の担い手を長期にわ
たって支援するための仕組みづくりが求められて
いる。

3．本格化する交通インフラの整備

　津波で大きな被害を受けた岩手県沿岸を走る三
陸鉄道は，14年 4 月に北リアス線・南リアス線と
もに 3年ぶりに全線で運行を再開。14年 6 月には
JR常磐線の福島県内の広野駅と竜田駅の間も運
行を再開。さらに15年 3 月には，宮城県のJR石
巻線も女川駅と浦宿駅の間のおよそ2.5キロの区
間が復旧し，全線で運行再開した。

　福島県沿岸部を通る国道 6号線は東京電力福島
第一原子力発電所の事故の後，一部の区間で通行
止めが続いていたが，14年 9 月から全線で通行で
きるようになった。また，震災と原発事故で建設
が遅れていた首都圏と東北地方の太平洋沿岸を結
ぶ常磐自動車道も15年 3 月に全線開通。いずれの
道路も福島県内の帰還困難区域を通るが，人や物
の行き来が活発になることで復興の後押しになる
と期待されている。

4．産業の復興

　被災地の企業の間では，復興のスピードに差が
出始めている。東北経済産業局が被災した中小企
業などの再建を支援する「グループ補助金」を受
けた青森，岩手，宮城，福島の 4県の企業を対象
に行った調査によると，売り上げが震災直前の水
準以上まで回復していると答えた企業が40.3％だ
ったのに対して，売り上げが減少していると答え
た企業は59.7％だった。業種別では，売り上げが
回復していると回答した企業の割合が最も高かっ
たのは建設業で71.5％。一方，最も低かったのは
水産・食品加工業で19.4％だった。水産・食品加
工業に売り上げが回復していない要因を聞いたと
ころ，「顧客の喪失」が最も高く34％，次いで「風
評被害」が26.5％などとなっていた。被災地にと
って基幹産業である水産加工業が失った販売先の
回復を進められるよう，政府は15年度予算で「グ
ループ補助金」を新たな商品の製造・開発のため
の設備投資や，販路の新規開拓の調査費用などに
も使えるように制度を改めた。
　企業誘致をめぐる動きも加速している。「鉄の
まち」として製鉄が産業の中心だった岩手県釜石
市は，新たな雇用を生み出すため水産業の誘致に
乗り出している。一方，隣接する岩手県大槌町は，
被災 3県の中で最も早く産業集積地を整備。15年
3 月の時点で 6社を誘致し，このうち 2社は釜石
の企業だった。地域を支える産業をどう発展させ
るのか地域間の競争が激しさを増している。
　震災の発生から 4年が経過して被災地の産業
は，行政などの支援によって設備の復旧は進んだ
が，販売先の回復の遅れや深刻化する人手不足，
風評などによって，売り上げが思うように回復し
ていない企業が多い。このため，業種を越えた企
業の連携や被災地以外から需要をどう取り込むか
が産業復興の鍵になっている。

5．初めての避難指示解除

　東京電力福島第一原子力発電所の事故によって
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大量の放射性物質が放出され，国は福島県内の原
発周辺の11の自治体に避難指示を出した。ふるさ
とを追われた住民は，避難指示区域全体で 8万人
余りに上り，長引く避難生活は，住民の帰還への
意欲を日々失わせている。
　こうした中，国の除染や水道などのインフラの
復旧が終わったとして，14年 4 月，田村市都路地
区に出されていた避難指示が解除された。国が出
した避難指示の解除は初めてで，10月には川内村
でも一部の区域の避難指示が解除になった。しか
し，田村市都路地区で自宅に戻った人は，58世帯
146人（15年 2 月末現在）と全体の42.7％にとど
まった。川内村の帰還率も，解除半年後の15年 3
月現在で 4％と伸び悩んでいる。
　背景には，事故前に住民が利用していた商業施
設や病院は今も避難区域の中にあって生活の不便
さが解消されていないことや，避難生活の長期化
によって避難場所が生活の拠点になっていること
などがあり，帰還を進めるには，住民が安心して
暮らせる生活環境の充実が課題となっている。

6．動き出した中間貯蔵施設

　福島の復興の前提となるのは大量の放射性物質
を取り除く「除染」だが，除染したあとの廃棄物
は行き場がなく，福島県内各地にたまり続けてい
る状況で，そのことが除染の進

しん
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を遅らせ，復興
に暗い影を落としている。このため政府は，除染
廃棄物を一時的に保管する「中間貯蔵施設」を建
設するとして，福島県と大熊・双葉両町に要請，
14年 9 月，福島県が政府の要請を受け入れた。
　予定地は原発周辺の約16㎢の土地。ここに最大
で，東京ドーム18杯分に当たる2,200万㎥の土な
どを搬入する計画になっている。
　政府は，当初，15年 1 月からの搬入開始を目指
していたが，用地の確保に向けた地権者との交渉
が難航。15年 3 月現在で搬入のめどが立っている
のは， 2㎥を受け入れる保管場用の土地だけで，
各地の仮置き場や住宅の庭先に保管されている土
などを搬出する見通しは立っていない。
　中間貯蔵施設への廃棄物の輸送を巡っては，国
が15年 1 月に計画をまとめ，搬入開始から 1年間
をめどに試験的な輸送を行い，その後，本格的な
輸送を行うとした。しかし，各地にある大量の廃
棄物を，どのような順番で，いつまでに運び終え
るのか，具体的なことは決まっていない。国など
の試算では，輸送ルートの多いところで，10トン
のダンプカーが 1時間当たり200台以上通る可能
性があり，騒音や交通渋滞，安全対策など多くの

課題が残されている。
　（「 2節 原発事故のその後 4．中間貯蔵施設」
⇒p.24参照）

7．震災遺構

　震災の記憶や教訓を後世に伝える被災した建物
などいわゆる「震災遺構」は，復興事業の妨げに
なることや，“見るだけでつらい”と感じる人が
いるなどの理由によって，各地で解体が相次いだ。
宮城県南三陸町を襲った津波で43人が犠牲になっ
たとみられている町の防災対策庁舎は，複雑な思
いを抱えた遺族や被災者の間で保存か解体か揺れ
る中，宮城県が震災から20年が経過するまで県が
管理し，保存か解体かの結論を出さないという提
案を行った。また，津波で児童と教職員合わせて
84人が犠牲になった宮城県石巻市の大川小学校の
校舎を巡っては，地元の住民でつくる復興協議会
が住民に対してアンケートを実施。その結果，「校
舎をすべて残す」という意見が半数近くを占め最
も多かったとして，石巻市に対して校舎を保存す
るよう求める要望書を提出した。

8．国連防災会議の開催

　世界的な防災の指針を議論するとともに，東日
本大震災の教訓を発信する，国連防災世界会議が，
3月14日から 5日間の日程で，震災の被災地，仙
台市で開かれた。横浜市，神戸市に次いで10年ぶ
り 3回目の開催。今回は186の国の代表が参加し，
指針を議論した全体会合のほかに，仙台市を中心
に350以上のシンポジウムや展示などのイベント
が行われ，参加者は当初の想定の 4万人を大幅に
超えて15万人となった。最終日は深夜まで各国に
よる議論が続いた結果，「2030年までに，犠牲者
の割合や経済的な被害など 7項目について，これ
までより減らすことを目標とする」などとした新
たな防災と減災対策の指針を採択した。また，仙
台市沿岸部などを視察した外国人からは「世界の
さまざまな地域で参考にできる」という声が聞か
れた一方で，「復興に多額の費用をかけるのは難
しい」といった指摘もあり，今後世界で実効性の
ある防災対策をとれるかなど課題も残した。
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2 節 原発事故のその後

1．廃炉作業が続く福島第一原発

　世界最悪レベルの事故となった東京電力福島第
一原子力発電所では，40年ともいわれる廃炉作業
が続いている。事故から 4年がたち，廃炉工程の
10分の 1が過ぎたことになるが，廃炉作業の難し
さが改めて浮き彫りになっている。
　2014年12月には， 4号機建屋にある燃料プール
に収められていた1,533体の核燃料を取り出す作
業が終わった。 4号機は，建屋の耐震性に懸念が
あるとして，地元から早期の取り出しが求められ
ていたため一つの区切りとなった。この他の燃料
プールからの取り出しについては，国と東京電力
が決めた工程表では， 3号機は15年度から， 1号
機と 2号機は17年度からとされているが，プール
周辺のがれき撤去作業などに手間取り，全体に遅
れ気味で15年度に工程表の見直しが予定されてい
る。
　一方，廃炉工程の最大の難所といわれる溶け落
ちた核燃料の取り出しは，21年末からの開始を目
指している。しかし，デブリ（残骸）が原発内部
のどこに，どのような形で溶け落ちているかは，
高い放射線量に阻まれ，依然として分かっておら
ず，ロボットなどを使った地道な調査が続けられ
ている。

2．汚染水問題

　福島第一原発では， 1号機から 4号機までの建
屋に地下水が流れ込んでいて，もともと貯まって
いる高濃度の汚染水と混ざるなどして毎日350ト
ンペースで増え続けている。
　15年 2 月に 2号機建屋の屋上にたまっていた汚
染雨水が排水路を通じて港の外の海に流出してい
たことが発覚。東京電力は，14年 4 月以降，問題
の排水路の放射性物質の濃度が雨のたびに上がっ
ていることを把握していたにもかかわらず，公表
していなかったため，福島県の漁業関係者や自治
体が強く抗議し，東京電力の情報公開の在り方が
問われる事態となった。
　一方，建屋の周囲の地盤を凍らせ，1,500メー
トルにわたる氷の壁で取り囲むことで地下水を遮
断する凍土壁の建設作業も進められているが，工
事が遅れていて，凍結作業は15年度にずれ込んだ。

3．原発再稼働問題

　福島第一原発の事故を教訓に，運転再開の前提
となる新たな規制基準が施行された。15年 3 月末
現在，各電力会社は15原発24基について，規制基
準に適合しているかどうか原子力規制委員会に審
査を申請している。
　このうち，14年 7 月に，原子力規制委員会は，
九州電力の川内原発 1号機と 2号機について，基
準に適合していると判断した。
　川内原発については，14年11月に鹿児島県と薩
摩川内市が再稼働に同意したが，必要な設備の検
査などが残されていて，九州電力が目指す再稼働
は早くて15年夏以降になる見通し。
　また，14年12月には，関西電力の高浜原発 3号
機と 4号機について，基準に適合しているとの判
断を示した。高浜原発については，15年 3 月末現
在，必要な検査に加え，地元自治体の同意もこれ
からで，再稼働は早くて15年秋以降の見通し。
　原子力規制委員会は，原則として原発の運転を
40年としているが，15年 3 月には，運転からおよ
そ40年が経過した関西電力の高浜 1号機と 2号
機，それに美浜 3号機が，運転延長を見越して，
規制基準の適合に向けて審査を申請した。

4．中間貯蔵施設

　「中間貯蔵施設」は，除染で取り除いた土や放
射性物質に汚染された廃棄物を，最終処分するま
での間，管理・保管するための施設。
　政府は，福島県大熊町と双葉町を中間貯蔵施設
を建設予定地とする計画案を示し，14年 6 月まで，
2つの町の住民などを対象にした説明会を開くな
ど地元の了解に向けて調整を進めた。さらに，用
地の取得について地権者に土地の所有権を残すこ
とを認めたり，地域振興などのため福島県や自治
体に総額3,010億円の交付を決めたりするなど，
地元の要望を取り入れ，14年 9 月，当時の佐藤雄
平知事が建設を受け入れる考えを正式に表明し
た。
　施設は15年 2 月に着工し，翌月，震災発生から
4年を経て，土などの搬入が始まった。しかし，
用地全体の確保に向けた地権者との交渉は難航
し，仮置き場や住宅の庭先などで一時保管が続い
ている土などの搬入完了や，施設の完成の時期は
見通しが立っていない。
　また，政府は，保管開始から30年以内に福島県
外で最終処分を完了する方針だが，処分場の候補
地の選定を含め具体的な工程は示されていない。
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　一方，放射性物質の濃度が 1キログラム当たり
8,000ベクレルを超える指定廃棄物を巡って，政
府は，廃棄物の量が多い 5つの県で処分場の建設
を計画しているが，候補地の地元の反対などで，
いずれも建設のめどが立っていない。
　（「 1節 復興に向けた動き 6．動き出した中間
貯蔵施設」⇒p.23参照）

5．エネルギーミックスの議論始まる

　経済産業省は，さまざまな電源をどのように組
み合わせて，将来の電力需要を賄うかを定める，
2030年時点でのエネルギーミックスの策定に向け
て，15年 1 月，有識者会議で議論を始めた。15年
の年末に開かれる国連の地球温暖化対策の会議
で，温室効果ガスの削減目標を示さなければなら
ず，経済産業省は，15年 6 月のG 7 （先進 7か国
首脳会議）までに，削減目標の前提となるエネル
ギーミックスの取りまとめに向けて議論を進め
た。
　焦点となったのは，東京電力福島第一原子力発
電所の事故のあと，原発の割合をどの程度にする
のか。政府は，14年 4 月，閣議決定したエネルギ
ー基本計画の中で，原発については，「可能な限
り依存度を低減する」とする一方で，「重要なベ
ースロード電源」と位置づけた。この方針を踏ま
え，経済産業省は，原発事故が起きる前の原発の
割合28％から，引き下げるものの，20％以上とす
る方向で，検討を進めた。この水準では，既存の
原発が運転を再開し，2030年までには，一部の原
発が廃炉になることを想定していた。こうした議
論が行われる中で，関西電力・九州電力・中国電
力・日本原子力発電の 4社は，15年 3 月，運転開
始からおおむね40年たつ，老朽化した 5基の原発
の廃炉を決定した。
　一方，経済産業省は15年 3 月，太陽光発電など
の再生可能エネルギーの普及を促す制度によっ
て，一般家庭の電気料金に上乗せされて負担して
いる額が，15年度から，年間で5,600円余りと，
前の年度の 2倍以上に増えることを発表した。政
府は，エネルギー基本計画で，再生可能エネルギ
ーの導入を最大限加速するとしているが，エネル
ギーミックスの策定にあたって，国民負担の増加
にどう対応するかが，課題になっている。

3 節 NHK東日本大震災プロジェクト

1．ねらいと組織

（1）ねらい
　東日本大震災プロジェクトは，被災地の復興を
支援する取り組みを行う組織横断的プロジェクト
として，震災直後に発足した。
　被災地を忘れないための放送，被災地に笑顔を
届けるイベントのほか，全国の人たちに東北に足
を運んでもらうためのキャンペーンや，世界に震
災後の日本を伝える取り組み，さらに震災を記録
し将来の防災を考える取り組みなど，放送・放送
外を問わず幅広い視野で震災に向き合い，被災地
を支援することを目指している。
（2）組　織
　事務局は12人から成り，放送総局，視聴者総局，
仙台放送局などから組織されている。2014年度の
事務局の構成メンバーは以下のとおり。
　・事務局長 1人（編成センター長が兼務）
　・専従者 1人
　・その他の兼務者10人
 大型企画開発センター 1人，制作局 1人，
  報道局 3人，編成局 3人，事業センター
 1 人，仙台放送局 1人

　そのほか26人のプロジェクトメンバーが加わり
親会を構成。制作局，報道局，編成局，知財セン
ター，デザインセンター，放送技術局，国際放送
局，関連事業局，広報局，営業局など全局から集
められている。

2．取り組みの内容

　東日本大震災プロジェクトの取り組みは，放送
番組の制作，イベント，ウェブ，他メディアを使
ったキャンペーンなど多岐にわたる。その主なも
のは次のとおり。
（1）震災関連定時番組の制作・放送
　14年度は，テレビの各波で震災関連の定時番組
を放送し，広く被災地の情報を届け，支援を行っ
た。総合テレビ『明日へ－支えあおう－』，Eテ
レ『東北発☆未来塾』，BSプレミアム『きらり！
えん旅』，BS1・NHKワールド『TOMORROW』。
（2）長時間特番　『特集　明日へ－支えあおう－』
　震災から 3年半および 4年の節目で，『特集 明
日へ－支えあおう－』と題し，総合テレビで特集
番組を放送。被災地の現状と課題，そこで暮らす

（　　　　　　　　　）
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人々の思いを生放送で伝えた。
①震災 3年半の特集
・放送： 9月 7日（日）
　前10:15～11:03，後1:05～5:15
・キーステーション：岩手県陸前高田市
・司会：畠山智之・合原明子アナ
②震災 4年の特集
・放送： 3月 8日（日）
　前10:05～11:54，後1:05～4:00
・キーステーション：福島県南相馬市
・司会：畠山智之・伊東敏恵アナ
・視聴率：午前2.7％，午後前半2.1％，後半3.2％
（※視聴率はいずれも関東）
　また，震災 4年にあたって，『NHKスペシャル』
を 6本集中編成したほか，『浅田真央　被災地へ
の旅』『震災から 4年　明日へコンサート』『いつ
か来る日のために』『特集ドラマ　LIVE！ LOVE！ 
SING！　生きて愛して歌うこと』などを放送。
各定時番組でも震災・被災地支援の番組を多数放
送した。
（3）証言記録・東日本大震災
　未曽有の災害を後世に伝えるため，貴重な証言
を記録し保存。随時編成の 5分ミニ番組『あの日
わたしは』と『明日へ－支えあおう－』内シリー
ズの『証言記録　東日本大震災』（毎月 1回）で
放送。
　また，ウェブ「東日本大震災アーカイブス」で
公開している証言者は14年度末で516人，震災・
復興のニュースは816本となった。
（4）『こころフォト～忘れない～』
　震災で亡くなった方，行方の分からない方の写
真と家族からのメッセージを募集し，番組やホー
ムページで紹介する取り組み。14年度は『ニュー
スウオッチ 9』などのニュース番組でリポートを
10本放送。 9月と 3月には特番『こころフォトス
ペシャル』を 2本放送した。仙台市出身の女優，
鈴木京香さんが家族のメッセージを朗読する『明
日へ1min.』も，ほぼ毎週放送した。
（5） 1分ミニ番組『明日へ1min.』
　総合テレビで平均1日 2回（後7:56～7:57ほか）
放送した。主なものは以下のとおり。
・ 「花は咲く 東北に咲く」「花は咲く あなたに咲
く」…どーもくんとチャロが東北各地を旅して，
その魅力を伝える番組。キャンペーン連動企画。

・ 「綾瀬はるかの“ふくしまに恋して♡”」…13年
の『大河ドラマ』「八重の桜」で主役を演じた
女優の綾瀬はるかさんが福島県内を旅するシリ
ーズ。年間22本制作。 3月には特番を制作し，

福島の視聴率は9.5％。
・ 「100万人の花は咲く」…一般の人たちが 1フレ
ーズずつNHKの復興支援ソング「花は咲く」
を歌い継ぐ取り組み。これまで国内外から 9万
人以上が参加。
・ 「浜のかあちゃん」…被災地の港で，浜のかあ
ちゃんたちが新鮮な海の幸で作る自慢の料理を
紹介するシリーズ。

（6）復興支援キャンペーン
　13年の年初から12月にかけて行った，どーもく
んとチャロが旅する「花は咲く 東北に咲く」キ
ャンペーンは東北 6県の観光名所と地元の人々を
紹介。引き続き14年年初からは「花は咲く　あな
たに咲く」と改題し，「被災地に根を張り“復興”
という花を咲かせようと頑張っている人」のもと
を，どーもくんとチャロが訪ね応援するキャンペ
ーンを継続している。
　これらのキャンペーンは季節ごとに 1分ミニ番
組を制作。ポスターやチラシ，ウェブ，JRのト
レインチャンネルなど，多メディアで展開した。
（7）大型イベント「公開復興サポート　明日へ」
　被災地で複数の番組の公開収録や展示を集中的
に行い，被災地の皆さんに楽しんでもらう大型イ
ベント。14年度は福島県いわき市と茨城県日立市
の 2会場で実施。収録した番組は全国放送した。
① 5月25日（日）
・会場：いわき明星大学
・ 参加番組：『あさイチ』『きょうの料理』『BS日
本のうた』『Rの法則』『福島をずっと見ている
TV』『東北発☆未来塾』『ラジオ深夜便』など
13番組。
・来場者数：9,675人
②10月18日（土），19日（日）
・会場：日立市民会館
・ 参加番組：『つなげるコンサート』『NHKアー
カイブス』『将棋フォーカス』『ガールズクラフ
ト』『ラジオ深夜便』の 5番組。
・来場者数：3,311人
（8）スマイルキャラバン
　被災地の仮設住宅や災害公営住宅の集会場，小
中学校などきめ細かく回るイベント。『趣味の園
芸』『団塊スタイル』といったEテレ番組の出演
者による出前教室や，復興支援世界コンサートの
パブリックビューイングなど，内容はさまざま。
14年度は 3県39か所を訪れ，来場者数は合計2,278
人。
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スマイルキャラバン（仙台市）

（9）復興支援ソング「花は咲く」の広がり
・ 「花は咲く」ボサノヴァバージョン（英語）の
リリース（ 6月）。
・ 羽生結弦選手スケーティングバージョンを制作
（ 7月・アイスリンク仙台）。
・ 5 分アニメ『花は咲く 東北に咲く　どーもく
ん&チャロ　アニメ』で女優の高畑充希さんが
新アレンジの「花は咲く」をカバー。
・ 羽生結弦選手による「世界へ届ける花は咲く」
スケーティングを披露（12月・NHK杯フィギ
ュア・エキシビション）。
・ 紅白歌合戦で 3年連続「花は咲く」を歌唱。14
年度は德永 明さんが歌った（12月）。

・ オリコンチャート145週連続ランクインを記録
（ 3月）。
　なお，楽曲の著作権，およびCD等売り上げの
一部は，NHK厚生文化事業団を通して被災地に
義援金として送られる。その額は14年度末で合計
1億6,139万円に達した。
（10）国際展開の取り組み
　震災後の日本に関する的確な情報を積極的に海
外に発信，風化を防ぐ取り組みを実施した。
　定時番組『TOMORROW』（NHKワールドと
BS1）は，外国人ジャーナリストや文化人が被災
地を訪ね，独自の目線で取材。
　 3月に仙台で行われた国連防災世界会議でシン
ポジウム「市民からの情報をどう伝えるか」を開
催。
　英語版ウェブサイト「Japan beyond 3.11」は
震災関連情報や日本の魅力を伝える情報を発信。
震災 4年を迎えるにあたり，「Four Years On 
From 3 .11」のページを新たに開設し，震災発生
当時のニュース動画や，被災地の子どもたちの短
歌や作文を英訳して掲載。世界に向け，記憶の風
化防止を呼びかけた。

【人的被害】（総務省消防庁）
　・死者 1 万9,225人
　・行方不明 　　2,614人
　・負傷者 　　6,219人
　　　　　　　　（2015年 3 月現在）
　○震災関連死（復興庁）　3,194人
　　　　　　　　（2014年 9 月現在）

【避難者数】（復興庁）
　・避難者数 約22万5,000人
　  全国47都道府県1,160市区町

村に所在（2015年 3 月現在）
（最多時：2011年 3 月14日約47万人）

【住宅被害】（総務省消防庁）
　・全壊 12万7,830棟
　・半壊 27万5,807棟
　・一部破損 76万6,671棟
　　　　　　　　（2015年 3 月現在）

※ 2014年 4 月以降，情報が更新された被害
項目を記載した。

※ 2011年 3 月11日の東北太平洋沖地震のほ
か，宮城県沖を震源とする地震（同年4月7日），
福島県浜通りを震源とする地震（同年4月11日，
12日）による被害を含む。

（参考）
東日本大震災の被害状況


